６　災害廃棄物の処理工程
	６　災害廃棄物の処理工程
１）仮置場からの搬出作業について
（１）災害廃棄物が積み込まれたコンテナの運搬作業にあたっては、作業に伴う騒音または振動に　よって周辺の生活環境の保全上支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講じることとする。
（２）受入れの目安値を管理するために、受け入れる災害廃棄物については、選別・破砕後の災害廃棄物についてストックヤードで組成ごとに放射性物質濃度を測定する。受入れの目安値の　確認は全量検査ではないことから、それを補完するため、コンテナに積み込む前の災害廃棄物について、コンテナ積込ヤードで空間線量率、遮蔽線量率（※３）を測定する。また、災害　　　　廃棄物を積み込んだ後のコンテナについては、港湾労働者の作業環境の安全のための数値0.3μSv／ｈ（マイクロシーベルト毎時）を確認するために、海上輸送ヤードで空間線量率を測定する。測定対象等詳細については、図２及び表１のとおりとする。
測定の結果に応じて、次のとおり対応することとする。
　　ア　選別・破砕後の災害廃棄物の放射性物質濃度が受入れの目安値を超過した場合は、搬出しない。
イ　コンテナ積込ヤードにある災害廃棄物の空間線量率がバックグラウンド空間線量率の３倍以上（※４）となった場合は、当該災害廃棄物の空間線量率の詳細調査を行い、線量率測定値の分布を把握する。把握した分布に応じて試料採取を行い、災害廃棄物の放射性物質濃度を　測定する。受入れの目安値を超過した場合は、搬出しない。
ウ　コンテナ積込ヤードにある災害廃棄物の遮蔽線量率が遮蔽線量率の暫定値（※５）を超えた場合は、当該災害廃棄物の空間線量率の詳細調査を行い、線量率測定値の分布を把握する。　　把握した分布に応じて試料採取を行い、災害廃棄物の放射性物質濃度を測定する。受入れの　目安値を超過した場合は、搬出しない。
エ　海上輸送ヤードにある災害廃棄物を積み込んだコンテナの空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合は、コンテナ表面の除染を行い空間線量率を再測定する。除染後も0.3μSv／h　　以上となった場合は、当該コンテナについては搬出しない。
図２　仮置場における廃棄物の流れと測定箇所
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選別・破砕後のス
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濃度

山ごと

（概ね搬出2回分

（搬出1回分：50コ

ンテナ、800トンを

想定））

廃棄物等の放射能調査・測定方法暫定マニュアルに定

める方法

検出下限値については、府が定めた値とすること。

コンテナ積込ヤー

ドにある災害廃棄

物

空間線量率 山ごと

（概ね搬出1回分）

NaIシンチレーションサーベイメータ

山の大きさにより5～10地点、1地点につき山の下端か

ら1m離れた位置にて高さ1mで測定、5回測定の平均値、

時定数は20秒以上

バックグラウンド：作業前、5回測定の平均値

　　　　　　　　　作業場による影響が生じない地点

　　　　　　　　　を選定（2地点）

なお、詳細調査においては、山の表面近傍の空間線量

率を測定する。

コンテナ積込ヤー

ドにある災害廃棄

物

遮蔽線量率 山ごと

（概ね搬出1回分）

NaIシンチレーションサーベイメータ

10箇所から均等に抽出しプラスチック袋に試料を5L詰

めたものを1検体とし3検体作成、1検体ずつ遮蔽体内に

入れてサーベイメータの先端を袋面に直接静かに当て

る、5回測定の平均値、時定数は20秒以上

バックグラウンド：作業前、5回測定の平均値

                  遮蔽体内に廃棄物を入れない状態

　　　　　　　　　で測定

目安値との評価は、3検体の平均値で行う。

なお、詳細調査においては、山の表面近傍の空間線量

率を測定する。

海上輸送ヤードに

あるコンテナ（災

害廃棄物積込後）

空間線量率 コンテナごと NaIシンチレーションサーベイメータ

左右側面、前後面の計4面の中心で表面にできる限り近

づけて測定、5回測定の平均値、時定数は20秒以上

注１）放射性物質濃度の測定値が、受入れの目安値より十分低くかつ増加傾向がみられない場合は、測定回

　　数を減じることができる。

注２）空間線量率、遮蔽線量率の測定値が一定期間、次の①から③に該当することがない場合は、測定回数

　　を減じることができる。

　①コンテナ積込ヤードにある災害廃棄物の空間線量率がバックグラウンド空間線量率の３倍以上となった

　　場合

　②コンテナ積込ヤードにある災害廃棄物の遮蔽線量率が遮蔽線量率の暫定値を超えた場合

　③海上輸送ヤードにあるコンテナ（災害廃棄物積込後）の空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合
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〔趣　旨〕
仮置場からの搬出作業時に講じるべき事項を定めることで、被災地の生活環境に支障がないよう搬出を行い　ます。また、あらかじめ被災地で受け入れる災害廃棄物の放射性物質濃度、空間線量率や遮蔽線量率を測定することで、放射能等の安全性を確認します。
〔解　説〕
１　仮置場における廃棄物の流れ
被災地では、被災現場からの災害廃棄物を一次仮置場に集め、そこで重機や手選別により粗選別します。粗選別された災害廃棄物を、二次仮置場に設けられた選別・破砕施設で可燃物と不燃物に選別し、各々のストック　ヤードで保管します。そして、コンテナ積込ヤードに災害廃棄物を移動させ海上輸送用のコンテナに積み込み、海上輸送ヤードで保管し船舶により大阪へ運搬します。
２　「災害廃棄物の放射性物質濃度」とは
災害廃棄物1kgあたりの放射性物質からの放射能量（Bq／kg）をいいます。
３　「空間線量率」とは
ある場所の空気中での1時間あたりの放射線量（μSv／h、マイクロシーベルト毎時）をいいます。
1Svの1,000分の1が1mSv（ミリシーベルト）であり、さらにその1,000分の1が1μSvとなります。
４　「遮蔽線量率（※３）」とは
遮蔽線量率とは、鉛製の箱の中で試料に測定器を接触させて測る線量率（μSv／h、マイクロシーベルト毎時）のことです。これにより、周辺からの放射線量の影響を受けずに、試料そのものから出る線量率を測定することが　できます。箱の中に試料を入れない状態で測った線量率をバックグラウンド遮蔽線量率とし、遮蔽線量率の測定値は、試料を入れた状態で測った線量率からバックグラウンド遮蔽線量率を除いた値とします。
５　「バックグラウンド空間線量率の３倍以上（※４）」とは
平成23年8月11日環境省策定の「災害廃棄物の広域処理の推進について（東日本大震災により生じた　　災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドライン）」では、「バックグラウンド空間線量率に比べ、有意に高いことが認められた場合は、当該災害廃棄物の搬出は行わず、域内処理」することとなっており、有意値については、港湾におけるコンテナの除染を行うバックグラウンド空間線量率の３倍値を参考として挙げています。
６　「遮蔽線量率の暫定値（※５）」とは
東京都は、焼却灰が8,000Bq／ｋｇを超えないようにするため、遮蔽線量率の測定値が0.01μSv／ｈを超えた場合は搬出しないとしています。岩手県宮古市の先行事業では、遮蔽線量率の測定結果は、0.000～0.002μSv／ｈであり、放射性物質濃度の測定結果は、40Bq／ｋｇ未満でした。
東京都の測定結果を踏まえて、搬出する災害廃棄物が決まった段階で事前に調査を行い、遮蔽線量率の　　暫定値を設定します。設定方法は、東京都の結果を加え、府が放射性物質濃度と遮蔽線量率の測定を5～10検体行い、得られた結果により設定します。設定後も、データの蓄積を継続して行い、相関関係を確認しながら進めます。
７　「山」とは
山とは、二次仮置場で選別･破砕された可燃物が、ストックヤードやコンテナ積込ヤードに集積され、保管されたものをいいます。
〔運　用〕
１　仮置場での測定について
１-1　選別・破砕後のストックヤードにある災害廃棄物
・受け入れる災害廃棄物の放射性物質濃度の目安値を管理するために実施するものです。
・測定回数について「山ごと」とは、概ね１，６００トンごとを目安としますが、具体的には、仮置場における選別・破砕処理の作業状況等を考慮して決めるものとします。
・「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル」に従い災害廃棄物の組成ごとに放射性物質濃度（Bq／kg）を求め、組成比に応じた加重平均の値を災害廃棄物の放射性物質濃度とします。
　ただし、組成ごとの試料採取が困難な場合はこの方法によらず、採取した試料自体の放射性物質濃度を測定するものとします。
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（災害廃棄物中の放射性物質濃度）＝（組成比に応じた加重平均の値）
＝　　　（木質の放射性物質濃度）　×　（木質の組成比）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　（紙類の放射性物質濃度）　×　（紙類の組成比）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　（繊維の放射性物質濃度）　×　（繊維の組成比）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　（プラスチックの放射性物質濃度）　×　（プラスチックの組成比）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　・・・・・・・・・・
・災害廃棄物の種類ごとの放射性物質濃度が検出下限値未満の場合は、検出下限値を用いて計算します。
 (1)採取方法
試料の採取は、「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル」に従い、重機等を用いて災害廃棄物の山の表面および内部の採取が可能な状態にし、山の中で均一に分散するように選定し、10 箇所以上で廃棄物の大きさに合わせて１箇所４～２０L程度採取をします。採取試料は、木質、紙類、繊維、プラスチック、わらの5種類に分け、分類した試料のそれぞれの重量を測定し、組成比を算出します。
種類ごとの試料をそれぞれ（２）の測定をする試料とします。
なお、１箇所４～２０Ｌ程度を採取しても種類ごとの試料量が（２）の測定に必要な量に満たない場合は、種類ごとに分けず、１０箇所以上から採取した試料を混合・縮分して（２）の測定をする試料とします。
ただし、ある種類が全く無く、他の種類がそれぞれ（２）の測定に必要な量以上ある場合は、その試料をそれぞれ（２）の測定をする試料とします。
	[image: image2.emf]
図-3.6.1　災害廃棄物の山の試料の採取箇所の例


以上の採取方法は廃棄物の山からの採取方法ですが、廃棄物が破砕・選別施設から概ね均等に排出されて山が形成される場合は、以下の例のような時間的な均等割りによる採取も可とします。
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＜時間的な均等割りによる採取方法の例＞
破砕・選別施設から一定間隔で処理された災害廃棄物がおよそ均等に排出されて山が形成される場合、山が　形成されるのにかかる全体時間を10分割した時間ごとに試料を採取する場合
例：山が形成されるのに要する全体時間N時間 ⇒ N／10時間ごとに試料を採取
	[image: image3.emf]
図-3.6.2 ゲルマニウム半導体検出器


 (2)測定方法
採取後の試料は、大きさ2～10mm 程度を目安に粉砕・裁断し、細塵に  ついてはふるいをかけ、粉砕・裁断・ふるい後の試料を測定容器に空隙が無いように詰め込み測定します。
測定は、文部科学省放射能測定法シリーズ７「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」（平成４年改訂）に準拠して行います。
（図-3.6.2 ゲルマニウム半導体検出器）
※測定方法の詳細については、参考資料４（廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル）を参照ください。
なお、以上の測定によって求められた濃度を山の濃度とします。
(3)検出下限値
	放射性物質の種類
	評価すべき濃度
	検出下限値

	セシウム１３４とセシウム１３７の合計値
	100Bq／kg
	４０Bq／kg程度


(4)測定結果による対応
災害廃棄物の放射性物質濃度が受入れの目安値を超過した山は、搬出しません。
1-２　コンテナ積込ヤードにある災害廃棄物
・受入れの目安値の確認は1山あたり10箇所程度のサンプリングであることから、それを補完するため、コン　　テナに積み込む前の災害廃棄物について、コンテナ積込ヤードで空間線量率、遮蔽線量率を測定します。
・測定回数は、概ね８００トンごとを目安としますが、具体的には、仮置場における選別・破砕処理の作業状況等を考慮して決めるものとします。
	図-3.6.3　NaIシンチレーションサーベイメータ


（空間線量率）
(1)測定機器
空間線量率の測定は、NaIシンチレーションサーベイメータ（エネルギー補償形）により行います。機器は、1年以内に　　校正されたものを使用します。
（図-3.6.3　NaIシンチレーションサーベイメータ）
(2)測定方法
測定は以下の手順に従って行います。
①作業開始前の測定
・作業場による影響が生じないと想定される場所（※）をバックグラウンド地点として選定します（2箇所）。バックグラウンド地点の選定に際しては、仮置場の地面と同様になるように留意します（仮置場の地面が土であればバックグラウンド地点も土とします）。
・作業開始前にバックグラウンド地点の高さ1mで空間線量率を測定します。

（※）作業場による影響が生じないと想定される場所とは、作業場から少なくとも10m以上離れ、草木や建物の影響がない地点とします。具体的には、受入れ候補となる仮置場が決まった時点で現地調査を行って選定することになります。
②作業開始後の測定
・コンテナ積込ヤードにある山の周囲の5～10地点で測定します。測定地点では、廃棄物から1m離れた位置にて高さ1mで測定します。
③留意事項
・測定は、時定数（※）の3倍以上の時間が経過後、時定数の間隔で5回測定し、5回の平均値を測定値とします。時定数は20秒以上とします。
・検出器は地面と水平にし、なるべく体から離します。
・検出器は汚染防止のため、ビニール袋等で覆います。
（※）時定数とは、正しい応答が得られるまでの時間の目安です。バックグラウンドを測定する場合など空間線量率が小さいときは長い時定数を選択します。

(3)測定結果による対応
測定地点の空間線量率がバックグラウンド空間線量率の３倍以上となった場合は、当該災害廃棄物の山の表面近傍の空間線量率の詳細調査を行い、線量率測定値の分布を把握します。線量率の高い場所で試料採取を行い、災害廃棄物の放射性物質濃度を測定します。受入れの目安値を超過した山は、搬出しません。
（遮蔽線量率）
(1)測定機器
遮蔽線量率の測定は、NaIシンチレーションサーベイメータ（エネルギー補償形）により行います。機器は、1年　以内に校正されたものを使用します。
遮蔽体は、鉄の箱に鉛を内張りしたもので、サーベイメータの検出器を遮蔽体内に入れた状態で扉を閉じ測定できるものとします。
（遮蔽体の仕様例）
内寸：幅420mm×奥行き400mm×高さ600mm、鉄板厚3.2mm、鉛板厚1.5mm


(2)測定方法
測定は以下の手順に従って行います。
①作業開始前の測定
・遮蔽体内に廃棄物を入れない状態で測定したものをバックグラウンドとします。
②作業開始後の測定
・コンテナ積込ヤードにある山の10箇所から均等に災害廃棄物を抽出し、測定用プラスチック袋に試料5L  詰めたものを1検体とし、試料の採取箇所を変えて同様な方法で3検体用意します。
・1検体ずつ遮蔽体内に入れてサーベイメータの先端を袋面に直接静かに当てて測定します。
③留意事項
・測定は、時定数の3倍以上の時間が経過後、時定数の間隔で5回測定し、5回の平均値を測定値とします。時定数は20秒以上とします。
・検出器は地面と水平にします。
・検出器は汚染防止のため、ビニール袋等で覆います。
・遮蔽線量率の暫定値（４１ページ参照）との評価は、3検体の平均値で行います。

(3)測定結果による対応
災害廃棄物の遮蔽線量率が遮蔽線量率の暫定値を超えた場合は、当該災害廃棄物の山の表面近傍の空間線量率の詳細調査を行い、線量率測定値の分布を把握します。線量率の高い場所で試料採取を行い、災害　　廃棄物の放射性物質濃度を測定します。放射性物質濃度が受入れの目安値を超過した山は、搬出しません。
1-３　海上輸送ヤードにあるコンテナ（災害廃棄物積込後）
・災害廃棄物を積み込んだ後のコンテナについては、港湾労働者の作業環境の安全のための数値0.3μSv／ｈ（マイクロシーベルト毎時）（※）を確認するために、海上輸送ヤードで空間線量率を測定します。
（※）社団法人日本港運協会と全国港湾労働組合連合会、全日本港湾運輸労働組合同盟が、港湾労働者の安全を確保するため、「福島第一原発事故に伴う放射能汚染問題（中古自動車・建機等）に関する暫定確認書」を締結しています。この中で、0.3μSv／ｈ以上の数値が検出された場合は、港湾労働者は取扱わない（荷主責任で回収）と規定されています（詳細については52ページ参照）。
(1)測定機器
空間線量率の測定は、NaIシンチレーションサーベイメータ（エネルギー　補償形）により行います。機器は、1年以内に校正されたものを使用します。
 (2)測定方法
測定は以下の手順に従って行います。
・コンテナごとに、コンテナの左右側面、前後面の計4面の中心で表面にできる限り近づけて測定します。
・測定は、時定数の3倍以上の時間が経過後、時定数の間隔で5回測定し、5回の平均値を測定値とします。時定数は20秒以上とします。
・検出器は地面と水平にし、なるべく体から離します。
・検出器は汚染防止のため、ビニール袋等で覆います。
 (3)測定結果による対応
災害廃棄物を積み込んだコンテナの空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合は、拭き取り、洗浄等により コンテナ表面の除染を行い、空間線量率を再測定します。除染後も空間線量率が0.3μSv／h以上となった場合は、当該コンテナについては搬出しません。
（参考）被災県における放射性物質濃度について
岩手県が測定した県内の市町村の一次仮置場における放射性物質濃度を表-3.6.1に示します。
また、二次仮置場で選別・仕分け後の災害廃棄物（受入対象）の放射性物質濃度を表-3.6.2に示します。これは、受入を行っている都道府県等が公表している資料をとりまとめたものです。
表-3.6.1　岩手県災害廃棄物の放射性物質濃度測定結果（一次仮置場）


表-3.6.2　広域処理の受入災害廃棄物の放射性物質濃度測定結果（二次仮置場）
	市町村
（種類）
	日付
	測定結果（Bq/kg）
	合計値
（Bq/kg)
	出典

	
	
	134Cs
	検出
下限
	137Cs
	検出
下限
	
	

	宮古市
（可燃物）
	H24.4
	ＮＤ
	2.7 
	ＮＤ
	2.8 
	ＮＤ
	秋田県
公表資料

	
	H24.5
	ＮＤ
	2.5 
	ＮＤ
	2.9 
	ＮＤ
	

	
	H24.6
	ＮＤ
	1.9 
	ＮＤ
	2.0 
	ＮＤ
	

	
	H24.5
	ＮＤ
	3.9 
	ＮＤ
	4.4 
	ＮＤ
	群馬県
公表資料

	山田町
（木くず）
	H24.5
	7.7 
	-
	9.1 
	-
	16.8
	静岡県
公表資料

	
	H24.5
	5.1 
	-
	6.6 
	-
	11.7
	

	大槌町
（木くず）
	H24.6
	4.8 
	-
	7.0 
	-
	11.8
	静岡県
公表資料


２　測定回数の減じる規定について
・表１の注１）にある、「受入れの目安値より十分低く」とは、災害廃棄物の放射性物質濃度の測定値が４０Bq／kg未満であることとします。
・表１の注２）にある、「一定期間」とは、半年以上とします。
表１　仮置場での測定





図-3.6.4　遮蔽体





図-3.6.5　災害廃棄物の山の試料の採取箇所の例
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